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(注 ) 「知的クラスター創成事業」は 2002 年から「世界レベルのクラスターの形成」を目指して事業が実施されており、第Ⅰ期の指
定地域は 18 地域である。「知的クラスター創成事業」は、地域の中核機関が全体管理を行い、大学や公的研究機関を地域の
研究開発拠点として位置付け、企業と連携することで新たな技術シーズの創出を目指している。事業期間は 5 年間、予算規模

















































代 表 産 業 である輸 送 用 機 械 器 具 を中 心 に
製 造 業 が発 達 。浜 松 地 域 の代 表 的 な企 業




的な医 工 連 携 研 究 拠 点である光 量 子 医 学









多くのベンチャー企 業を輩 出 。また、部 品・
モジュールに関しては世界的な競争力を持















薬 企 業 が 多 数 立 地 し て お り（ 塩 野 義 製 薬





国 3 位、585,832 百万円）。 
































































































































































































































































a)明確な役割分担（事業化に向けた分担を踏まえて） 2) お 互 い が 自 ら の

















果 を社 会 に波 及 さ
せる要素 





































































































































































































































































































































































































策研究所内に設置した。また、総合科学技術会議からは薬師寺議員（2009 年 1 月まで）及び白石




榊原 清則   慶應義塾大学 総合政策学部 教授 
 
（��）（2009 年２月以降） 
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(注 ) 総務省の定義では「都道府県ブロック」と称され、概ね都市圏や地方生活圏に該当する範囲である。従来の広域市町村







とする）。知的クラスター創成事業の実施地域 18 地域の都市圏は以下の通りとする。 
第 3-1 表 知的クラスター創成事業に関連する都市圏 
地域名該当ブロック該当市町村 地域名 該当ブロック該当市町村 地域名 該当ブロック該当市町村 地域名 該当ブロック該当市町村
札 幌 市 長 野 市 京都地域 京都市域 京 都 市 徳 島 市
江 別 市 須 坂 市 宇 治 市 鳴 門 市
千 歳 市 千 曲 市 城 陽 市 小 松 島 市
恵 庭 市 坂 城 町 八 幡 市 勝 浦 町
北 広 島 市 小 布 施 町 京 田 辺 市 上 勝 町
石 狩 市 高 山 村 久 御 山 町 佐那河内村
当 別 町 信 州 新 町 井 手 町 石 井 町
新 篠 津 村 信 濃 町 宇 治 田 原 町 神 山 町
仙 台 市 小 川 村 山 城 町 松 茂 町
塩 竈 市 中 条 村 木 津 町 北 島 町
名 取 市 飯 綱 町 加 茂 町 藍 住 町
多 賀 城 市 上 田 市 笠 置 町 板 野 町
岩 沼 市 東 御 市 和 束 町 上 板 町
亘 理 町 青 木 村 精 華 町 高 松 市
山 元 町 長 和 町 南 山 城 村 三 木 町
松 島 町 岐 阜 市 守 口 市 直 島 町
七 ヶ 浜 町 羽 島 市 枚 方 市 綾 川 町
利 府 町 各 務 原 市 寝 屋 川 市 北 九 州 市
大 和 町 山 県 市 大 東 市 中 間 市
大 郷 町 瑞 穂 市 門 真 市 芦 屋 町
富 谷 町 本 巣 市 四 條 畷 市 水 巻 町
大 衡 村 岐 南 町 交 野 市 岡 垣 町
富 山 市 笠 松 町 奈 良 市 遠 賀 町
滑 川 市 北 方 町 大 和 郡 山 市 福 岡 市
舟 橋 村 大 垣 市 生 駒 市 筑 紫 野 市
上 市 町 海 津 市 豊 中 市 春 日 市
立 山 町 養 老 町 池 田 市 大 野 城 市
高 岡 市 垂 井 町 箕 面 市 宗 像 市
氷 見 市 関 ヶ 原 町 豊 能 町 太 宰 府 市
小 矢 部 市 神 戸 町 能 勢 町 前 原 市
射 水 市 輪 之 内 町 吹 田 市 古 賀 市
金 沢 市 安 八 町 高 槻 市 福 津 市
か ほ く 市 浜 松 市 茨 木 市 那 珂 川 町
白 山 市 湖 西 市 摂 津 市 宇 美 町
野 々 市 町 新 居 町 島 本 町 篠 栗 町
津 幡 町 名古屋地区 名 古 屋 市 神戸地域 神戸市地域 神 戸 市 志 免 町
内 灘 町 瀬 戸 市 広 島 市 須 恵 町
尾 張 旭 市 府 中 町 新 宮 町
豊 明 市 海 田 町 久 山 町
日 進 市 熊 野 町 粕 屋 町
東 郷 町 坂 町 二 丈 町
長 久 手 町 竹 原 市 志 摩 町
碧 南 市 東 広 島 市
刈 谷 市 大 崎 上 島 町
安 城 市 山 口 市
知 立 市 防 府 市





























































































































































































第 3-3 図 高等教育研究機関＋学術・開発研究機関の従業者数の特化計数 
 
資料：総務省「事業所・企業統計調査報告（2006 年）」より作成 















第 3-4 図 製造業事業所の従業者数の特化計数 
 
資料：総務省「事業所・企業統計調査報告（2006 年）」より作成 













































方、従業員数 300 人以上の大規模な製造系事業所数は減少していたが、平成 18 年に増加に転
じている。 
第 3-6 表 仙台地域（広域仙台都市圏）における製造業の主要指標の推移 
 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年
事業所数 759 737 680 676 615
従業員数(人) 20,295 19,709 18,585 18,383 18,213
製造品出荷額（百万円） 77.1 73.7 77.1 84.7 99.7
粗付加価値（百万円） 22.3 18.9 19.2 20.8 21.9














                                                  
(注 1) 「学校基本調査（平成 17 年）」では、仙台市内に 10 の大学と 4 つの短期大学が立地しており、学生数は合わせて
48,006 人である。 
(注 2) 2001 年の THOMSON ISI 調査において、至近 10 年間の材料科学分野の引用論文数が 13,889 件と世界一の引用度
であった。2008 年調査では世界三位である。 
第２節 地域特性とイノベーション 状況 
また、東北福祉大学及び同大学研究所から優れた福祉分野の人材を数多く輩出している
( 1) 「 （ 17 ）」 10 4




























関従業者数  人数 比率 
仙台地域 700,264 56,010 8.0% 3,444 9,044 12,488 1.78%
全国 58,634,315 9,921,885 16.9% 275,745 420,688 696,433 1.19%





第Ⅰ期（平成 14～18 年度） 仙台サイバーフォレスト構想 
（インテリジェント・エレクトロニクス分野） 









































第３-9 図 研究参画主体間ネットワークの空間的パターン（仙台地域） 
 



























































































































第 3-10 表 富山・高岡地域の製造業主要指標の推移 
 平成 14 年  平成 15 年 平成 16 年  平成 17 年 平成 18 年 
事業所数 2,748 2,799 2,594 2,603 2,467
従業者数 91,379 91,614 90,287 91,196 92,921
製 造 品 出 荷 額
等（百万円） 2,350,425 2,466,570 2,547,094 2,667,190 2,810,448
粗付加価値額 
（百万円） 1,084,944 1,126,035 1,124,043 1,164,402 1,118,397





                                                  
(注 1) 平成 18 年工業統計表によると富山県の化学工業製品の出荷額が圧倒的に多いが、大部分はコンビナートの製品であり、
医薬品は 4 千億円程度で、一般機械器具などと同レベルである。その他、知的クラスターのテーマに関係の深い電子部品・
デバイスは 1.4 千億円、電気機械器具が 4 百億円などとなっている。 
(注 2) 平成 18 年工業統計によると、富山・高岡地域の電子部品・デバイスは 121 事業所のうち、従業員 300 人以上は 10 事業
所。 















































  比率 
富山・高岡地域 455,445 81,988 18.0% 855 2,291 3,146 0.69%
全国 58,634,315 9,921,885 16.9% 275,745 420,688 696,433 1.19%
注：民営事業所高等教育機関とは大学、短期大学、高等専門学校のうち私立及び法人化された国公立の機関をいう。 
出典：総務省「事業所・企業統計調査」（平成 18 年） 
 
                                                  












第Ⅱ期（平成 19～23 年度） ほくりく健康創造クラスター 




















年 4 月に設立。 
























第 3-13 図 研究参画主体間ネットワークの空間的パターン（富山・高岡地域） 
 


































































































































第 3-14 表 長野・上田地域における製造業の主要指標の推移 
 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 
事業所数 2,206 2,238 2,101 2,130 2,007
従業者数 69,457 68,696 67,727 67,939 67,750
製造品出荷額等 
（百万円） 1,589,254 1,592,757 1,656,379 1,676,193 1,772,515
粗付加価値額 












                                                  




















第 3-15 表 長野・上田地域の製造業及び研究機関・高等教育機関の従業者数の特徴 
製造業従業者数 研究・高等教育







関従業者数   比率 
長野・上田地域 383,257 81,988 21.4% 796 398 1,194 0.31%
全国 58,634,315 9,921,885 16.9% 275,745 420,688 696,433 1.19%





第Ⅰ期（平成 14～18 年度） 長野・上田スマートデバイス・クラスター 
（ナノテク・材料の開発） 




    ・有機無機ナノマテリアルを利用したスマートデバイス 





















































第 3-17 図 研究実施主体間ネットワークの空間的パターン（長野・上田地域） 
 































































































































第 3-18 表 浜松地域（静岡県西部：浜松市、湖西市、新居町）の製造業主要指標の推移 
 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 
事業所数 2,223 2,264 2,138 3,004 2,850 
従業員数 64,773 64,340 64,261 90,979 92,056 
製造品出荷額等 
（百万円） 
1,931,382 1,925,123 1994948 2,753,302 2,849,996 
粗付加価値額 
（百万円） 
753,105 705,091 752,246 1,062,291 1,077,062 





















                                                  























浜松地域 414,487 126,364 30.5% 1,801 1,474 3,275 0.79%
全国 58,634,315 9,921,885 16.9% 275,745 420,688 696,433 1.19%
出典：総務省「事業所・企業統計調査」（平成 18 年） 
 






第Ⅰ期（平成 14～18 年度） IT、ライフサイエンス 
（浜松地域オプトロ二クスクラスター構想） 





































第 3-21 図 研究参画主体間ネットワークの空間的パターン（浜松地域） 
 






































































































第 3-22 表 世界シェア第 1 位の製品を有する主な京都の企業 
企業名 世界シェア第 1 位 
京セラ 温度保証型水晶発振器 











第 3-23 表 京都地域における製造業の主要指標の推移 
 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 
事業所数 3,653 3,620 3,375 3,365 3,160
従業者数 76,231 75,079 74,274 73,516 72,240
製造品出荷額等 
（百万円）  2,025,732 2,138,663 2,228,820 2,234,276 2,250,754
粗付加価値額 






京都市は 38 の大学・短期大学が集積する。大学・短大学生数は 138,430 人であり、これは人
口（1,474,811 人）の 9.4％に相当する(注)。 
                                                  




















第 3-24 表 京都地域の製造業及び研究機関・高等教育機関の従業者数の特徴 
製造業従業者数 研究・高等教育







業者数  比率 
京都地域 734,400 108,329 14.8% 4,547 15,690 20,237 2.76%
全国 58,634,315 9,921,885 16.9% 275,745 420,688 696,433 1.19%
注：民営事業所高等教育機関とは大学、短期大学、高等専門学校のうち私立及び法人化された国公立の機関をいう。 




第Ⅰ期（平成 14～19 年度） ナノテクノロジー・材料 













                                                  
(注 1) 知的クラスター創成事業中間評価報告書（京都地域 自己評価書）。 
(注 2) 2002 年 7 月の「桂イノベーションパーク構想」策定に関する京都市長定例記者会見資料より。 









































第 3-26 図 研究参画主体間ネットワークの空間的パターン（京都地域） 
 





















                                                  






































































第 3-27 表 大阪北部地域における製造業の主要指標の推移 
 平成 14 年  平成 15 年 平成 16 年  平成 17 年 平成 18 年 
事業所数 2,207 2,260 2,059 2,102 2,059
従業者数 72,648 70,963 69,175 68,509 68,904
製 造 品 出 荷 額
等 
（百万円） 2,277,303 2,269,604 2,326,837 2,402,747 2,421,417
粗付加価値額 

















大阪大学は全国第 2 位の 78 社であり、うちライフサイエンス系は 56.4％を占める(注)。 
                                                  
(注 ) 株式会社価値総合研究所（経済産業省委託）「平成 19 年度『大学発ベンチャーに関する基礎調査』実施報告書」。平





成１８年度全国 3 位、585,832 百万円）である（厚生労働省「薬事工業生産動態統計年報 平











り、全従業者数に占める比率は 3.17％である。これは全国平均（1.19％）の 2.67 倍であり、今回の
調査委対象地域 8 地域の中で最も高い。一方、製造業従業者数の比率は全国平均よりも低い。 






第 3-28 表 大阪北部地域の研究機関・高等教育機関の従業者数の特徴 
製造業従業者数 研究・高等教育







関従業者数  比率 
大阪北部地域 618,042 81,988 13.3% 6,786 12,824 19,610 3.17%
全国 58,634,315 9,921,885 16.9% 275,745 420,688 696,433 1.19%
注：民営事業所高等教育機関とは大学、短期大学、高等専門学校のうち私立及び法人化された国公立の機関をいう。 





第Ⅰ期（平成 14～18 年度） 大阪北部（彩都）バイオメディカルクラスター（ライフ
サイエンス）－創薬等 








中核機関 財団法人千里ライフサイエンス振興財団（千里 LF） 



























第 3-30 図 研究参画主体間ネットワークの空間的パターン（大阪北部（彩都）地域） 
 









































































































第 3-31 表 福岡地域における製造業の主要指標の推移 
 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 
事業所数 2,359 2,343 2,184 2,175 2,050
従業者数 61,391 60,016 57,098 57,172 57,285
製 造 品 出 荷 額
等 
















                                                  
(注 1) 福岡地域知的クラスター創成事業自己評価報告書（2007.12）p.17 
(注 2) 福岡県を、韓国京畿道、九州、上海、台湾新竹、香港、シンガポール等を結ぶ東アジアのシリコンシーベルト地帯にお
ける先端的なシステム LSI 開発拠点として構築する構想 






第 3-32 表 福岡地域の製造業及び研究機関・高等教育機関の従業者数の特徴  
製造業従業者数
研究・高等教育機







関従業者数   比率
福岡地域 1,106,026 82,344 7.5% 1,497 11,736 13,233 1.20%
全国 58,634,315 9,921,885 16.9% 275,745 420,688 696,433 1.19%
出典：総務省「事業所・企業統計調査」（平成 18 年） 
 






第Ⅰ期（平成 14～18 年度） 福岡 LSI 設計開発クラスター 情報通信（システム LSI 技術） 














































第 3-34 図 研究実施主体間ネットワークの空間的パターン（福岡地域） 
 





















































































































第 3-35 表 北九州学研地域における製造業の主要指標の推移 
 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 
事業所数 1,833 1,823 1,722 1,733 1,634
従業者数 68,541 66,177 66,408 66,224 65,489
製造品出荷額等 
（百万円） 1,839,373 1,877,241 2,060,805 2,211,082 2,271,551
粗付加価値額 











                                                  
(注 ) 北九州市の昭和 40 年の製造業従業者数は約 13 万人であり、うち鉄鋼業に約 4.7 万人、化学 1.1 万人と














第 3-36 表 北九州学研地域における製造業及び研究機関・高等教育機関の従業者数の特徴 
製造業従業者数
研究・高等教育







関従業者数   比率
北九州学研地域 562,838 82,636 14.1% 687 3,594 4,281 0.76%
全国 58,634,315 9,921,885 16.9% 275,745 420,688 696,433 1.19%
出典：総務省「事業所・企業統計調査」（平成 18 年） 
 









第Ⅰ期（平成 14～18 年度） 情報通信、環境－システム LSI 技術、ナノサイズセンサ技術 
（北九州ヒューマンテクノクラスター構想） 
第Ⅱ期（平成 19～23 年度） 情報通信 


































第 3-38 図 研究実施主体間ネットワークの空間的パターン（北九州学術研究都市地域） 
 













には、新たな産業を支える基盤が必要との認識があり、1994 年 3 月に「北九州新大学構想」を策定














































































































































































































































イエナの人口は 102,752 人（2007 年）である。1990 年（105,610 人）から減少が続いていたが、
1998 年の 99,095 人を底に以降は微増傾向となっている。(注 1) 
市内にはイエナ・フリードリヒ・シラー大学と、1991 年に設置されたイエナ応用科学大学が立地す
る。学生数は前者が約 20,900 人、後者が約 5,000 人にのぼり、合計すると人口の 4 分の 1 に匹敵
する規模となっている。 
イエナは東ドイツにおける有望な地域の例としてよく挙げられる(注 2)。その背景には、学生の集積







                                                  
(注 1) チューリンゲン州統計局ウェブサイト及びイエナ市「Jena.： Daten und Fakten (Facts and Figures)」より。
Fashhochschule Jena（イエナ応用科学大学）資料によると、1995 年以降、人口が増加している東ドイツ唯一の都市である。 
(注 2) 例えば Prognos 社とドイツの日刊紙「Handelsblatt」が共同で発表した各地域の将来性に関するランキング、
「Zukunftsatlas 2004」では、イエナは 439 地域中、24 位にあげられ、旧東ドイツの中ではトップだった。Holger Graf, Networks in 
the Innovation Process: Local and Regional Interactions, 2006, p118. 
(注 3) これはドイツの全 439 地域中、25 位に該当する。この数値は、申請時に発明者の一人以上がドイツに居住しており、
1995～2001 年に公開された特許を、発明者の居住地別にみたものである。Graf 前掲書、pp.126-128, p.166. 










































                                                  
(注 1) 同社はその後、民営化した（1998 年 6 月、フランクフルト証券取引所に上場）。イエノプティク社ウェブサイト（http：
//www.jenoptik.com/cps/rde/xchg/SID-26EE34DB-45C31CF7/jenoptik/hs.xsl/285_726.htm）。 
























が特徴で、「Life Science meets Physics」がキャッチフレーズとなっている。全体の雇用者数は約
1,900 人と推計されており、10 ある研究機関の年間予算は 80～100 百万ユーロ、さらに第三者のフ














































                                                  
(注 ) 2002 年に実施されたイエナのハイテク企業 93 社に対するインタビュー調査によると、イエナで設立された企業（84 社）の





















































































































担当、会計担当、学生アシスタントの 4 名である。少人数による運営のため、会員にアンケートを 2
年に 1 回行って、もっとも必要な活動にフォーカスするようにしており、オプトネットのサポートなしに
自立してまわるようになったプロジェクトからは関与をやめ、次のプロジェクトに移っている。また、



































































































































































ベネト州の人口は 470 万人、企業は 47 万社である。これを人口あたり企業数に換算すると、人口

































現在、イタリアには、27 のクラスター、10 のメガクラスター、8,711 社の企業、289,531 人の雇用者
が存在する。メガクラスターとは、2003 年に法で制定（2006 年改正）された「最低 250 社、最低人数
5,000 人、最低 3 つの県にまたがること」を満たす大規模クラスターであり、州にとっても理想的（管
理しやすい）な形態となっている。 






次の 2 点に集約される。 
¾ 地域レベルでの研究の促進 
¾ 万遍なく強化するのではなく、専門性の高さを示している地域を選び、集中的に強化する 















次の段階の計画を提出した。この計画では、2009～2013 年の 5 年計画としており、州と国から






























の基盤の構築、の 2 つである。 
NanoFab は、研究および技術移転を行う機関であり、50 名の研究者が働いている。。 
ベネトナノテクは、今回の直接の対象機関である。 
3 つの機関で合計 70 名が活動している、このうち 55 名が研究者であり、残り 15 名が運営に関す










LaNN ナノデ バ イ ス 、 ナノセ ン サ ー 、 lab-on-chip の 開 発 研 究 。
Photonics（光学）を中心とした技術開発。 
Ecsin (European center for 















































い取組だった。2001 年から 2008 年にかけて、全国に 77 あるイタリアの大学のうち、49 の大学で技
術移転オフィスが開設された。過去 8 年間の取組がいかに急激な進歩であったかが分かる。 
NETVAL と称する組 織 ができた。この名 称は「Network for the Valorization of University 
Research」（大学の研究を発展させるネットワーク）である。具体的には、イタリアの大学の技術移転
マネージャーによる連絡組織である。同様に PNI Cube と称する組織が設立された。これは「Italian 
































（Local）は補足的な Funding を担当し、私企業がこれに対して寄付を行うこととなっている。 
技術移転を主管する部署として「CVR」を設立している。この部署は、分野融合領域の研究を行
いつつ、その成果を民間企業に移転していく。研究領域は多彩で、環境・気候変動、文化財保護、












































2008 年実績は、技術移転数 5 件、500 社をアシスト、国際的なイベントにおける技術の交換の支








第0-3 表 パドゥア大学における 2006 年以降の技術移転活動の集計 
技術移転活動 結果 
顧客数 94 社 
獲得した資金 1.54 百万ユーロ（1.85 億円） 
顧客の内訳 中小企業：66 社 
大企業：24 社（イタリア企業が多いが、カナダ、フランス、日本企
業も含まれる。日本企業はオリンパス） 
ビジネスコンタクトの件数 約 500 件（うち約半分は見積依頼） 
フィージビリティスタディ 件数：132 件 
収入：5.55 百万ユーロ（6.66 億円） 
企業数：189 社 
































VEGA には、200 社、2,000 人が働いている。1917 年に化学企業・化学工場が設立されたこの地
域は徐々に発展し、ピークの 1960 年代に 4 万人が働く工業地帯に発展した。しかし、世界的に































2005 年誕生、トリノワイヤレスクラスター（トリノにおける ICT クラスター）から誕生したベンチャーキ
ャピタルである。もともとイタリアではベンチャーキャピタルに対する関心は極めて薄く、これまでにも
ほとんど存在しなかった。現在でも、イタリア国内で 5～10 くらいしかない。ベネト州では Innogest だ
けである。 



































Singular ID の発展の経緯としては、 
¾ 2003 年に Singular ID がスタート。シンガポールの 2 人が発明。 
¾ 2006 年ナノチャレンジで優勝し、30 万ユーロ（約 3,600 万円）を獲得した。この資金をもと
に起業。ナノチャレンジで優勝した場合、国籍は問わないが、パドア地区にオフィスを構え
ることが条件。現在は、シンガポール、イギリスとイタリア・パドアに支部をおいている。 
¾ 2007 年末に 1,300 万ユーロ（約 15 億円）でインドの Bilcare Company が買収。 
¾ シンガポールで R&D、製造。イタリアでは市場向けの応用。 
¾ イタリアでは、服につけるラベルに適用している。 







【ベンチャー企業の例：大学発ベンチャー企業 Ananas Nanotech】 




目的に用いる技術を開発している。最初のメンバーは、インタビュー対象者の Dr. Margherita 





¾ 2006 年 10 月、ナノチャレンジ・ベネト大会での優勝がスタート（優勝賞金 1 万ユーロ・約
120 万円） 
¾ 2006 年 12 月、イノベーション全国大会で優勝（優勝賞金 2 万ユーロ・約 240 万円） 
¾ 賞金でスピンオフの会「Ananas Nanotech」社を設立。パドア大学も 5％出資（現在も株主） 
¾ 委員会に大学のメンバーも参加（会社経営の専門家も含めて） 





¾ 2007 年 12 月、ナノチャレンジコンペティションで優勝（優勝賞金 30 万ユーロ・約 3,600 万
円） 
¾ ベネトナノテクが会社の支援に入った。 



























╙ 㪊 ▵㩷 䉁䈫䉄㩷
 
 
 イエナ ベネト 


























































































研 究 成 果








































































































































































ースとした地域クラスターが形成されている状態と考えられる（第 5-2 図）。 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・ 株式会社インテリジェント・コスモス研究機構 副社長 守屋美比古氏 
・ 株式会社インテリジェント・コスモス研究機構 知的クラスター事業推進室 
事業総括 飯塚 尚和氏 
・ 株式会社インテリジェント・コスモス研究機構 知的クラスター事業推進室 科学技術コーディ
ネータ 山田 誠氏 
 
（自治体） 
・ 宮城県 新産業振興課 課長 正木毅氏、課長補佐 佐藤 洋生氏、主任主査 島瀬 康史
氏 
・ 仙台市 産業プロジェクト推進課 課長 佐野直樹氏、主幹 伊藤 勝也氏、主査 菅原貴博
氏、主事 横山 宗人氏 
 
（企業） 
・ 株式会社サイバー・ソリューションズ 代表者 
・ 株式会社ジェーシーアイ 企画課 
・ 株式会社スリーリンクス 代表者 
 
（大学） 
・ 東北大学 サイバーサイエンスセンター 教授 吉澤 誠氏 
・ 東北大学 医工学研究科 教授 永富 良一氏 
・ 東北大学 総長特命主幹（地域連携総括） 教授 長谷川 史彦氏 















項  目 特  徴 


























































項  目 特  徴 





































































































































事業の主な成果 （平成 19 年 3 月時点） 
達成値 
論文数 255 件 
特許数 141 件 
（内海外特許数） 21 件 
新商品数 19 件 
新事業 6 件 
ベンチャー起業 1 件 











































・地 域 にお ける地 域 経 済
活性化効果 


















・ 北陸産業活性化センター 知的クラスター本部 事業総括 南日康夫氏 
・ 北陸産業活性化センター 知的クラスター本部 コーディネータ 東保喜八郎氏 
 
（自治体） 
・ 富山県商工労働部商工企画課 副主幹 津田敏氏、主任 笹島仁氏 
 
（企業） 
・ 株式会社スギノマシン 研究開発部長 他 
・ エスシーワールド株式会社 代表者 
・ 株式会社リッチェル 開発室長 
 
（大学） 
・ 富山大学副学長（医学部教授）/研究統括 教授 村口篤氏 
・ 富山大学 大学院医学薬学研究部 准教授 岸裕幸氏 
・ 富山県立大学 生物工学研究センター長 教授 浅野泰久氏 
 
（支援機関） 












































































ーディネータは先に JST の RSP ネットワーク構築事業を行っていたこ
とから、その成果を活用して提案した。 
実施計画の個別研究
































































































































































項  目 成  果 
論文（国内） 65 件 
論文（海外） 127 件 
特許出願（国内） 68 件 




























波及効果の視点 特  徴 















































・ (財)長野県テクノ財団 知的クラスター本部 事業総括 田多井俊夫氏、顧問 山岸徹夫氏、
技術顧問 秋山昌之氏 
・ (財)長野県テクノ財団 知的クラスター本部 コーディネータ 森本信吾氏、轟 碵充氏、山岡
克郎氏、草野一俊氏 
（自治体） 
・ 長野県商工労働部ものづくり振興課長 小泉宰氏 他 
 
（企業） 
・ 日精樹脂工業株式会社 取締役技術研究本部長、技術研究所長 
・ 保土ヶ谷化学工業株式会社 研究企画管理部長 他 
・ 株式会社イーアンドエフ 代表取締役 
 
（大学） 
・ 信州大学 工学部 教授 遠藤守信氏 










































・平成 19 年に、「今後の 5 年間の産業振興の方向性」、「長野県産業振
興戦略プラン」を作成し、知的クラスターの研究開発テーマと整合性
をとっている。 

















実 施 計 画 づ く り の 体
制、方法 
・かねて、県テクノ財団が信州大学などの研究者を対象として研究費を



















































































































項  目 内  容 































項  目 成  果 
論文（国内） 104 件 
論文（海外） 287 件 
特許出願（国内） 195 件 
特許出願（海外） 83 件 
事業化・商品化 21 件 
大学発ベンチャー起業数 7 件 
事業収入（売上高等） 26 億円 
 
■事業化に向けた活動 




























波及効果の視点 特 徴 







































・ 浜松地域テクノポリス推進機構 知的クラスター本部 事業総括 中村公之氏、研究統括 岡
村静致氏、次長 山下正志氏、主幹 杉本和徳氏、主幹 東畑俊次氏 
・ 浜松地域テクノポリス推進機構 知的クラスター本部 科学技術コーディネータ 奥村隆俊氏、
大隅安次氏、高田文男氏、星俊治氏、間人健一氏 




・ 静岡県産業部技術振興室  室長 望月誠氏、主査 勝又健次氏 
・ 浜松市商工部産業政策課 主任 原田憲治氏 
 
（企業） 
・ ヤマハ株式会社 半導体事業部 事業部長 他 
・ 有限会社パパラボ  代表者 
・ 三栄ハイテックス株式会社 代表者 他 
 
（大学） 
・ 静岡大学電子工学研究所 教授 川人祥二氏 
・ 浜松医科大学 光量子医学研究センター 准教授 山本清二氏 
























表研究者を選定するとの方針で、実施計画を策定した。    
・第Ⅱ期では、中核機関である知的クラスター本部が中心となって第Ⅱ期
の計画づくりを行った。 























































































































































項  目 内  容 




























事業の主な成果 （平成 19 年 3 月） 
達成値 
論文数（国内） 315 件 
特許出願 264 件 
新製品 10 件 
新規事業化 10 件 
ベンチャー起業 6 件 
事業収入（売上等） 326,038 千円 
 
■事業化に向けた活動 










































波及効果の視点 特  徴 










































・ 財団法人京都高度技術研究所 専務理事・事務局長 白須正氏 
・ 財団法人京都高度技術研究所 京都知的クラスター本部 事業統括 市原達朗氏、事務
長 柴田雅光氏 




・ 京都府商工労働観光部ものづくり振興課 副課長 上林秀行氏 
・ 京都市産業観光局商工部産学連携推進課 課長 横田久幸氏 
 
（企業） 
・ オムロン株式会社 技術本部主幹 
・ 福田金属箔粉工業株式会社 常務取締役他 
・ 株式会社村田製作所 研究室長、技術企画部長他 
 
（大学） 
・ 京都大学工学研究科 第Ⅰ期知的クラスター創成事業研究統括 教授 松重和美氏 
・ 京都大学工学研究科 第Ⅱ期知的クラスター創成事業研究統括 教授 西本清一氏 

































































































































































































項  目 内  容 






















事業の主な成果 （平成 19 年 3 月） 
達成値 
論文数（国内） 110 件 
論文数（海外） 615 件 
特許出願（国内） 181 件 
特許出願（国内） 38 件 
試作品 60 件 
ベンチャー企業設置数 新事業 8 件、第二創業 2 件 
新商品 34 件 






































































































・ 財団法人千里ライフサイエンス振興財団 統括部長 高木勉氏 








・ ジェノミディア株式会社 代表者 
・ 株式会社創晶 代表者 
 
（大学） 
・ 大阪大学大学院工学研究科 教授 井上豪氏 
・ 大阪大学大学院医学系研究科 准教授 玉井克人氏 




































年 3 月に策定。 
・府は 2008 年 9 月に「大阪バイオ戦略 2008」を策定。この中で治験ネ
ットワークの構築やベンチャー企業の支援強化等を打ち出している。 




















































































































項  目 内  容 



























事業の主な成果 （平成 19 年 3 月時点） 
達成数値 
論文数 363 件 
国内特許出願 40 件 
海外特許出願 13 件 
事業化 商品化・試作品作成：17 件 
ベンチャー起業 4 件 






                                                  
(注 1) 関西圏でのバイオ産業プロジェクトの推進を通じ、バイオサイエンスの世界的な拠点形成を図り、以って関西経済の活
性化に寄与することを目的に、平成 13 年に設立。産学官の代表 46 名の委員で構成されている。関西におけるバイオサイエン
スの推進についての基本方向を提示するとともに、バイオ産業プロジェクトの推進に向けた助言・提言等を行っている。 










































































・ （財）福岡県産業・科学技術振興財団 知的クラスター戦略本部 事業総括 大津留 榮佐久
氏、副事業総括 力武 知嗣氏、人材育成コーディネータ（第Ⅰ期事業総括） 平川 和之氏 
・ (財)福岡県産業・科学技術振興財団 知的クラスター戦略本部 科学技術コーディネータ 津
留 眞人氏、科学技術コーディネータ・国際科学技術コーディネータ 川口 明宏氏 
・ (財)福岡県産業・科学技術振興財団 福岡システム LSI 総合開発センター システム LSI 部長 
伊藤 文章氏、主幹 櫻谷 洋一氏、研究員 野見山 修治氏 
 
（自治体） 
・ 福岡県 商工部新産業プロジェクト室 事務主査 田中 徳也氏 
 
（企業） 
・ キャッツ株式会社 組み込みソフト研究所 研究員 
・ 株式会社システム・ジェイディー 代表者 
・ 株式会社ウォルツ 代表者 
 
（大学） 
・ 九州大学 大学院システム情報科学研究院 教授 福田 晃氏 
・ 福岡大学 工学部電子情報工学科 教授 友景 肇氏 































































































































































































































項  目 内  容 





































事業の主な成果 （平成 19 年 3 月時点） 
達成数値 
国内論文 78 件 
海外論文 135 件 
試作品 99 件 
新規事業化 18 件 
大学発ベンチャー 2 件 
国内特許出願 40 件 
海外特許出願 8 件 
実施許諾 12 件 















































































・ （財）北九州産業学術推進機構 中小企業支援センター長（第Ⅰ期知的クラスター 事業総
括） 影山 隆雄氏 
・ （財）北九州産業学術推進機構 産学連携センター参与（知的クラスター事業総括） 小田 
禮司氏 
・ （財）北九州産業学術推進機構 産学連携センター 産学連携部長 中野 正信氏 
・ （財）北九州産業学術推進機構 産学連携センター 産学連携部（知的クラスター担当部長）  
大田 俊彦氏 
・ （財）北九州産業学術推進機構 産学連携センター 産学連携部 知的クラスター担当課長 
宮崎 彰三氏 








・ ＳＴＥＭバイオメソッド株式会社 代表取締役社長 
・ 株式会社ジーダッド・イノベーション EDA 研究開発部 部長 
・ 株式会社東芝 セミコンダクター社 北九州工場 北九州開発・連携推進室長 
 
（大学） 
・ 早稲田大学 大学院情報生産システム研究科 教授 後藤 敏氏 
・ 北九州工業大学 大学院生命体工学研究科（副学長） 教授 西野 憲和氏 













































































































  （2） 研究開発実施段階における状況 
 
ع⎇ⓥ㐿⊒▤ℂ૕೙ 

























































































項  目 内  容 



































事業収入 新規取引件数 40 件








































































術政策研究所内に設置した。また、総合科学技術会議からは薬師寺議員（2009 年 1 月まで）及




榊原 清則   慶應義塾大学 総合政策学部 教授 
 
（��）（2009 年２月以降） 
薬師寺 泰蔵  慶應義塾大学 法学部 教授 
 
（�員） 
大野 英雄    （財）高輝度光科学研究センター 専務理事 
小笠原 敦   （独）産業技術総合研究所 イノベーション推進室 総括主幹 
           兼：ナノ電子デバイス研究センター 主任研究員 
下田 隆二   東京工業大学 統合研究院 教授 
松原 宏    東京大学大学院 総合文化研究科 教授 
渡辺 孝    芝浦工業大学 工学マネジメント研究科 教授 
 
 












長野 裕子   第３調査研究グループ 総括上席研究官 
（主担当） 
三橋 浩志   第３調査研究グループ 上席研究官 
（副担当） 
川畑 弘     第３調査研究グループ 上席研究官 
（協力） 
 遠藤 達弥   第３調査研究グループ 客員研究官（財団法人全日本地域研究交流協会） 
 
株式会社日本総合研究所 
蓮池 岳司   総合研究部門 主任研究員 
佐久田 昌治  総合研究部門 主席研究員 
武山 尚道   総合研究部門 上席主任研究員 
入山 泰郎   総合研究部門 主任研究員 
岸 幹夫     総合研究部門 研究員 
井関 貴資   総合研究部門 主任研究員 
 






































第 3 期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究 
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システムに関する調査 第２部 地域イノベーション』（平成 20 年度）の成果を
取りまとめたものです。 
本報告書の複製、転載、引用等には科学技術政策研究所の承認手続きが必要です。 
 
 
